
２ 居住支援協議会とは

～行政と関係団体等が一体となって、住宅確保要配慮者の居住の安定確保を支援します～

○住宅確保要配慮者(*1)の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図ること等を目的としています。

○福島県居住支援協議会は、【住宅セーフティネット法(*)2】に基づき、地方公共団体や居住支援団体・関係団体等が

連携して、平成24年7月に設立されました。

(*1)被災者、高齢者、障がい者、子育て世帯、低額所得者など住宅の確保に特に配慮を要する方々です

(*2)住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律(正式名称)

●居住支援協議会とは（令和6年6月5日公布、令和7年10月1日施行予定）

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図るため、地方公共団体、不動産関係団体、居住支援

団体等が連携し、地方公共団体の住宅部局・福祉部局、居住支援法人、不動産関係団体、福祉関係団体等を構成員と

した会議体。

（※） 住宅セーフティネット法第81条第1項の規定に基づく協議会

●概要

（１）設立状況

132協議会が設立（R5年9月30日時点）

○都道府県

全都道府県

○区市（85区市町）

北海道札幌市、旭川市、本別町、横手市、鶴岡市、山形市、さいたま市、千葉市、船橋市、千代田区、新宿区、文京

区、台東区、江東区、品川区、大田区、世田谷区、中野区、杉並区、豊島区、北区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、

江戸川区、目黒区、渋谷区、八王子市、府中市、調布市、町田市、日野市、狛江市、多摩市、西東京市、立川市、小金

井市、武蔵野市、あきる野市、横浜市、川崎市、鎌倉市、相模原市、藤沢市、座間市、茅ヶ崎市、厚木市、越前市、小海

町、岐阜市、菊川市、名古屋市、岡崎市、瀬戸市、豊田市、京都市、宇治市、豊中市、岸和田市、摂津市、吹田市、神戸

市、宝塚市、姫路市、広島市、廿日市市、徳島県東みよし町、東温市、北九州市、福岡市、大牟田市、うきは市、中間

市、直鞍地区（直方市、宮若市、鞍手町、小竹町）、久留米市、みやき町、熊本市、合志市、竹田市、豊後大野市、日向

市、とくのしま（徳之島町・天城町・伊仙町）、霧島市、奄美市

（２）居住支援協議会の機能・役割（イメージ）

居住支援協議会の機能・役割は、地域の状況や課題等によって様々であるが、基本的には、多様な関係者を“つな

ぐ”ことにより、 関係者がそれぞれの業務範囲・得意分野を活かし、様々な住まいの課題の解決と互いの活動・支

援の隙間を埋めることができる “関係者同士が連携協働するプラットフォーム”である。



○福祉・住宅連携強化の促進 ○市町村居住支援協議会設立へ向けた支援

○「高齢者等地域見守りネットワーク形成促進 ○住宅確保要配慮者等からの相談への対応や情報提供

○「ふくしまあんしん賃貸住宅制度」への登録促進 ○「住宅セーフティネット制度」への登録促進

主な活動の内容

様々な分野の関係団体等で協議会を構成しています

○地方公共団体（住宅・自立支援・福祉サービス等担当部局）

○不動産団体（宅地建物取引業や賃貸住宅管理事業者等の団体）

○居住支援関係団体（営利を目的とせず、居住に関する支援を行う法人）


